
















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































Driving　Alone 64．4％ 732％ 13．7％
Carpooling 19．7％ 13．4％ ・32．0％
Public　Transit 6．4％ 5．3％ ・17．2％

















































































































































































































































































































































　　　　，孖Qの ヨーロツ 非OECDOECD世界被害指標 米国 旧ソ連 中国
タイプ パ連合 諸国 諸国 全体
厚　生　損　失
農業 0．21 0．16 024 2．10 028 0．17 0．23
（％GDP）
森林損失面積
林業 52 282 908 121 334 901 1235
（Km2）
捕獲減少量水産業 558 452 814464 4326 2503 6829
（1000t）　　　，
電力需要
エネルギー 54．2 92．0 54．6 17．1 142．7 211．2 353．9
増加量（TWh）
水供給能力
水 15．3 32．7 24．7 32．2 168．5 62．2 230．7
　　　　1C岸保副年間資本費用
@　　　｝（100万雛）
133 176 51 24 一　514 493 1007
乾燥地 i損失面積





9．9 11．1 9．8 11．9 219．1 33．9 253．0
生態系
ｹ失
2％損失の場合hl：當息地 16 8 一 4 53 53 106
1死亡者数
健康被害 8．8 6．6 7．7 29．4 114．8 22．9 137．7
（1000人）
大気汚染










p（・…人） 229 100 153 583 2279 455 2734
ハリケーン 1
死傷者 0 72 44 779 7687 313 8000







穀物栽培地 牧草地 森林 その他 合計
アフリカ 十　　9 十　　8 一26 十11 十1
北・中央アメリカ 一　　2 十　　4 十　　2 一　　4 0
南アメリカ 十13 十21 一42 十11 十3
アジア 十　　6 十66 一26 一43 十3






南アメリカ 2．7 3．3 6．7 6．8 62
中央アメリカ
Jリブ海諸島
1．0 1．1 1．0 1．6 1．2
アフリカ 1．0 1．3 1．6 5．0 4．1
アジア 1．8 1．8 4．3 3．6
オセアニア 一 一 0．4 一
3．9






















年 人口（億人） 世界総生産（兆ドル） 化石燃料消費量（億トン）
1900 16 0．6 7
1950 25 2．9 19
1990 53 15．0 78
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パラメータ t値 パラメータ t値
b1 一〇．001170 一8．117 一〇．001431 一12．460






























パラメータ t値 パラメータ t値 パラメータ t値
夜間人口 0．0863 29，870 0．02632，356 0．0045 0，693
平均地価（円／m2） 0．0002 0，148 0．0028 1，035 0．0002 0，164
従業者数（人） 0．0023 0，010 0．0415 1，535 0．0920 8，074































































































通勤 夜間人口 0．3612 0．3257
登校 夜間人ロ 0．2115 0．0238
発生
自由 夜間人口 0．5390 02216
業務 工業、商業業務 0．6608 0．4995
帰宅 工業、商業業務 2．0088 0．2354
通勤 工業、商業業務 0．7323 0．3275
登校 夜間人口 02107 0．0254
集中
自由 商業業務 1．4491 0．2225
業務 商業業務 0．8654 0．5051






















主体 生産額（億円／人） エネルギー使用原単位 CO2排出原単位





































住宅立地者 1，052，917 0．06 2，649 0．04
商業業務立地者 3，708，192 0．20 16，082 0．23
工業立地者 11，608，949 0．64 44，627 0．64





































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































With 1，434，506 1，464，483 1，494，2211，523，005 1，552，612
Without1，434，506 1，463，654 1，492，7821，521，434 1，550，624








With 788，176 831，581 875，825 920，293 965，263
Without788，176 831，443875，579 919，999 964，860























2020年 2025年 2030年 2035年 2040年
With 487，247．8500，125．7513，019．5525，664．1 538，593．3
Without487，247．8499，875．9 512，585．2525，187．5 537，987．0










































































































































年次 高成長 中成長 低成長
1995 483，220．2 483，220．2 483，220．2
2000 590，710．9 562，581．8 534，452．7
2005 674，040．6 641，943．4 609，846．2
2010 721，593．4 687，231．8 652，870．2
2015 769，146．2 732，520．2 695β94．2
2020 789，463．3 751，869．8 714，276．3
2025 809，780．4 771，219．4 732，658．4
2030 809，780．4 771，219．4 732，658．4
2035 809，780．4 771，219．4 732，658．4
















With 81，521．33 87，891．5092，938．95 98，072．22103，305．40
Without81，521．3387β75．3292，909．3398，036．60103，256．40







































































































































現在状態 107．93100．0 6，435100．01，844，739100．0 7，570100．0
道路整備 85．8579．5 5β92 91．6 1，689，27891．6 7，24395．7
十部制 96．6189．5 5β28 82．8 1，527，73382．8 6，37584．2
　表7．2．1から、十部制は、エネルギー消費量およびCO2排出量においては約17％の減
少効果があり、NOx排出量においては約16％の減少効果があることが分かる。また、交
通費用においても約11％の減少効果があることが分かる。
　道路整備は、対象地域におけるすべての将来計画路線が1995年にすべて整備される
と仮定したにもかかわらず、エネルギー消費やCO2排出量、　NOx排出量の減少効果はそれ
ほど大きくない。ところが、交通費用においては、約21％と大きな減少効果が見られる。
　しかし、ここで取り上げた道路整備は、対象地域におけるすべての将来計画路線が19
95年にすべて整備されると仮定したものであり、また、莫大な建設費用を要する。さら
に、上で述べたように、都市圏における道路システムの拡大は、理想的なコンパクトな都
市空間構造をもたらすことなく、スプロールを助長し、結果的には日当り走行距離の増加
や旅行時間の増加、自動車利用の増加などによって、エネルギー消費量の増加や環境悪化
などの悪影響をもたらす。なお、道路整備は自動車交通への転換や自動車保有の増加、新
たなトリップの発生などを誘発する。
　以上のことから、TDM政策は、持続可能な発展の実現に向けて非常に有効な政策である
ことが証明できる。そこで、交通計画においては、TDM政策などの自動車交通量の削減策
を積極的に導入し、混雑の緩和を図るとともに、エネルギー消費の抑制や環境保全といっ
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た持続可能な発展の実現を目指すべきである。
7．3　まとめ
　本章では、環境を考慮した土地利用・交通相互作用モデルの必要性の検証を行うため、
二つのケースの道路整備を対象としてケーススタディを行い、交通が土地利用と都市空間
構造に及ぼす影響および土地利用と交通との相互作用による誘発交通を実証的に検証した。
そして、構築した環境を考慮した土地利用・交通相互作用モデルを用いて間接効果の計測
を行った。さらに、既存の交通モデルと本研究で構築した環境を考慮した土地利用・交通
相互作用モデルが、都市の持続可能性指標および持続可能な交通戦略とどのような関連性
を持つかを比較することによって、環境を考慮した土地利用・交通相互作用モデルの必要
性を検証した。なお、道路整備とTDM政策との比較を行い、　TDM政策の積極的な導入を
主張した。
　交通が土地利用と都市空間構造に及ぼす影響に関する検証においては、南湖横断軸の整
備が、京都市と大津湖南地域との間の交通費用減少の便益を受けようとする人口と産業の
大津湖南地域への移動を起こし、Withoutケースに比べてスプロールを加速化させること
が示された。さらに、交通費用の減少がもっと大きい場合には、すなわちケース2の場合
にはケース1より多くの人口と産業の移動を起こし、スプロールもより拡大させるのが確
認できた。また、道路投資による人口や産業の大津湖南地域への集中は、その地域の住宅・
商業業務地の面積および工業地の面積の拡大、すなわち農地の開発といったスプロールの
伝統的な問題を起こすのが確認できた。そして、ケース1およびケース2で考慮した道路
投資によって京都市の人口と産業が周辺部である滋賀県の大津湖南地域へ移転することに
よって、京都市の人口と産業が減少し、これによって道路システムの拡大が都市中心部の
衰退を起こり得るといった悪影響に関しても実証的に検証できた。
　土地利用と交通との相互作用による誘発交通に関する検証においては、’既存の交通モデ
ルによる利用者便益と、本研究で構築した環境を考慮した土地利用・交通相互作用モデル
による利用者便益の比較分析を行い、道路投資がもたらす土地利用変化による誘発交通を
考慮しなかった場合には、便益評価に歪みが生じることを証明した。なお、混雑している
経路の混雑緩和のため道路投資を行ったことが、土地利用と交通との相互作用によって、
逆にその経路の混雑が悪化する可能性があることを実証的に示した。
　間接効果においては、構築した環境を考慮した土地利用・交通相互作用モデルを用いて
間接効果の計測を行い、このモデルの適用性を検証した。
　さらに、環境を考慮した土地利用・交通相互作用モデルの算出結果が直接的に持続可能
性指標として利用できることや環境を考慮した土地利用・交通相互作用モデルによって、
各政策が生み出す結果を経済・環境・社会などの面で総合的に把握できること、環境を考
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慮した土地利用・交通相互作用モデルが持続可能な都市づくりへの政策判断を可能とする
ことを示した。また、持続可能な交通戦略との関連性から、環境を考慮した土地利用・交
通相互作用モデルは、持続可能な交通戦略を支援する有効な手段となることを示した。
　そして、環境を考慮した土地利用・交通相互作用モデルによって、TDM政策による効果
と道路整備による効果を比較し、TDM政策の導入の必要性を検証した。
［第7章参考文献］
1）中村洋一・笛田郁子：2025年の日本経済，日本経済研究センター，1998．
2）成田幸治・小林　紀：エネルギー資源と自動車の将来展望，自動車技術，Vbl．53，　No．5，
　　　pp．9－14，1999．
3）Noland　R．B．（2001）Relationships　between　highway　capacity　and　induced　vehicle
　　　traveL　Transportation　Research　Part　A　35，47・72．
4）藤井　聡：TDMと社会ジレンマ，交通問題における公共心の役割，土木学会論文集，　No．
　　　667／TV－50，　pp．41－58，2001．
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第8章　結論
　人類はこれまで、そのとどまるところを知らぬ経済活動の拡大や開発の過程において、
成長の限界や環境の有限性について十分な配慮を行ってこなかった結果、環境問題は、地
球規模で深刻になっており、我々の経済活動や開発自体が、人類の存在基盤である環境の
状態を左右するものとなり、翻って我々人類の生存自体が脅かされるに至っている。
　ところが、交通分野におけるエネルギー消費は増加しつつあり、クルマ利用の増大や混
雑の深刻化、都市のスプロール化によって、環境質はさらに悪化しつつある。また、現在
の地球環境問題が地域レベルおよび各分野での汚染の集積の結果であるにもかかわらず、
その根本的な原因を提供している地域レベルと各分野では、地球的観点を取り入れた対応
策とその基盤となる計画論は整備されていない。
　そこで、本研究では、持続可能な発展の実現に向けて、都市地域・交通計画を行う際に
はその基本的要素である土地利用・交通・環境を総合的に考慮する必要があることを明ら
かにした上で、相互に複雑に作用し合う土地利用・交通・環境を総合的に分析できる環境
を考慮した土地利用・交通相互作用モデルを構築し、道路交通政策の評価を行った。
　以下、各章において得られた知見を述べ、本研究の結論とする。
　第2章では、土地利用と交通との相互作用による誘発交通、交通が土地利用と都市空間
構造に及ぼす影響、道路整備による間接効果、の3っの観点から土地利用・交通相互作用
モデルの必要性に関する理論的分析を行った。その結果、以下のことを明らかにした。
①道路整備による土地利用変化によって新たに発生した誘発交通を考慮しないと利用者
　便益の評価に歪みが生じる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　，
②混雑している経路の混雑を緩和するために道路を整備したことが、中長期的な土地利用
　変化による誘発交通によって、逆にその経路の混雑が悪化する可能性がある。
③道路システムの拡大が理想的なコンパクトな都市空間構造をもたらすことなく、都市の
　広域化およびスプロールを助長する可能性がある。
④スプロールは、公共サービスのコストの増加や土地価格の上昇、農地の開発、地域社会
　意識の欠如、汚染の増加などの悪影響を及ぼす。さらに、走行距離の増加、旅行時間の
　増加、自動車利用の増加、公共交通の非効率化などの悪影響を及ぼす。
⑤利用者便益は道路投資による経済的便益を十分に反映しないため、間接効果を計測する
　必要があるが、既存の交通モデルによってはこのような間接効果の計測は不可能である。
　第2章では、以上のことから、交通計画において土地利用と交通との相互作用を考慮す
る必要があることを主張した。
　第3章では、地球環境問題と成長の限界、持続可能な発展論、土地利用・交通・環境の
相互関連性、費用便益分析、の4っの観点から環境を考慮した土地利用・交通相互作用モ
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デルの必要性と関連する分析を行った。その結果、以下のことを明らかにした。
①成長の限界および地球環境問題に対して、解決の中心的な理念となっているのが持続可
　　能な発展論である。
②成長の限界および地球環境問題に対して、モデルも変化し、モデルは多様な領域に対す
　　るインパクトを評価することができるように適用の範囲を拡張しなければならない。
③持続可能な発展をどのように達成するかに関する方法論や目標体系などが確立されて
　　いないことから、持続可能な発展の実現に向けて、各都市・地域別および各分野別から
　　の二つの経路のアプローチを提案し、その方法論として都市の持続可能性指標づくりと、
　　持続可能な交通戦略を提示した。
④環境を考慮した土地利用・交通相互作用モデルは、都市の持続可能性指標および持続可
　　能な交通戦略と強い関連性を持っており、その関連性から、持続可能性を考慮した都市
　　地域および交通計画を支援することが可能である。
⑤土地利用、交通、環境は相互に強い関連性を持っている。
⑥持続可能性を費用便益分析に統合することが必要である。
　第3章では、以上のことから、都市地域および交通計画においては環境を考慮した土地
利用・交通相互作用モデルを用いる必要があると主張した。
　第4章では、環境を考慮した土地利用・交通相互作用モデルの発展の軌跡を考察すると
ともに、既存研究の問題点と特徴に対して分析を行った。その結果、以下のことを明らか
にした。
①既存の土地利用・交通相互作用モデルは土地供給者の行動を明確に捉えていない。
②異なる主体間の価格競争による立地競合を考慮しない場合が多い。
③既存の大部分の研究は、移転費用を無視しながらもすべての活動主体を立地配分させる
　　が、これによって効果計測を行うと対象地域の各ゾーンにおいては実際より過大評価あ
　　るいは過小評価される可能性が高い。
④理論を満足しながらも実用性を持っモデルが要求される。　　　㌔
⑤交通部門だけではなく土地利用の変化から生じる環境へのインパクトも分析できるよ
　　うに、環境モデルを構築する必要がある。
⑥土地利用と交通との関連性に関する新しい傾向から、立地選択モデルにおいては集積経
　済、サービスやレクリエーション機会などの生活機会への接近性などを考慮する必要が
　　ある。
　第4章の既存の研究に対する分析を踏まえて、第5、6章ではモデルの構築とモデルの
適用を行っている。
　第5章では、第4章での分析結果を踏まえて、都市経済学理論に基づいて環境を考慮し
た土地利用・交通相互作用モデルの構築を行った。その結果、以下のような成果が得られ
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た。
①各主体の行動をすべて最適化行動として捉えた。特に土地供給者の行動を資産選択によ
　　る期待効用最大化と捉え、土地供給者の土地供給行動を明確化した。
②既存の大部分の研究が移転費用を無視しながらも、対象地域のすべての主体を立地配分
　　させる問題に対して、立地を変更する立地需要主体数のみを立地配分させるよう、主体
　　を立地動態別に留保層と変動層に分類し、変動層をさらに新規層と移動層に分類し、変
　動層だけを立地配分対象とする立地需要主体数算定モデルを構築した。
③異なる立地主体間の土地をめぐる価格競争による立地競合を、付けね概念を用いて明確
　化した。
④環境モデルの構築においては、産業連関表を利用し、交通部門だけではなく土地利用の
　変化から生じる環境へのインパクトも分析できるようにモデルの構築を行った。
　第5章では、理論的完結性を満足させながらも実用性を兼備するように環境を考慮した
土地利用・交通相互作用モデルの構築を行った。
　第6章では、第5章で構築した環境を考慮した土地利用・交通相互作用モデルを用いて、
パラメータ推定や現況再現性の検証などの実際計画における適用性を検討した。その結果、
以下のような成果が得られた。
①パラメータ推定結果は、いずれのサブモデルも概ね良好な結果が得られた。
②第4章で述べた土地利用と交通との関連性に関する新しい傾向から、生活機会への接近
　性を考慮するため採択した人口へのアクセシビリティ説明変数、また、集積経済を考慮
　するために採択した各ゾーンにおける商業業務従業者数と製造業従業者数も有効な結
　果が得られた。
③現況再現性の検証結果、いずれの指標も相関係数はO．9以上を示し、本研究で構築した
　環境を考慮した土地利用・交通相互作用モデルが非常に高い適用性を持つことを示した。
④環境を考慮した土地利用・交通相互作用モデルを用いて1995年におけるCO2排出
　量およびエネルギー使用量を推計し、本モデルが第3章で述べた都市め持続可能性指標
　および持続可能な交通戦略に大きく寄与できることを示した。
　第6章では、以上のことから、本研究で構築したモデルが、相互に複雑に作用し合う土
地利用、交通、環境を総合的に考慮でき、また、交通計画においては統合交通計画の策定
を支援することが可能であることを示した。
　第7章では、第5章で構築した環境を考慮した土地利用・交通相互作用モデルが第6章
で高い適用性を示していることより、構築したモデルを用いて道路交通政策の評価を行っ
た。また、構築したモデルを用いて、第2、3章で示した環境を考慮した土地利用・交通
相互作用モデルの必要性に関する理論的な主張に対して実証的な検証を行った。その結果、
以下のような成果が得られた。
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①道路投資がもたらす土地利用変化による誘発交通を考慮しなかった場合には、便益評価
　　に歪みが生じることを明らかにした。
②混雑している経路の混雑緩和のため道路投資を行ったことが、土地利用と交通との相互
　　作用によって、逆にその経路の交通流をさらに混雑させる可能性があることを実証的に
　　示した。
③道路システムの拡大は都市の広域化およびスプロール化を助長することを実証的に検
　　証した。
④道路システムの拡大が都市中心部の衰退を起こり得るといったスプロールの悪影響に
　　関しても実証的に検証できた。
⑤間接効果を計測し、本モデルが、土地利用と交通との相互作用による誘発交通の分析や、
　　交通が土地利用と都市空間構造に及ぼす影響などと相まって道路整備による総合的な
　効果分析を可能にすることを示した。
⑥TDM政策による効果と道路整備による効果を比較し、TDM政策の導入の必要性を検証
　　した。
　第7章では、以上の実証的な結果から、交通計画においては環境を考慮した土地利用・
交通相互作用モデルを用いる必要があることを明らかにした。
　本研究では、持続可能な発展に向けて、相互に複雑に作用し合う土地利用・交通・環境
を総合的に分析できる環境を考慮した土地利用・交通相互作用モデルを構築した。そして、
構築したモデルによってケーススタディを行い、本モデルが、土地利用・環境・エネルギ
ーなどの持続可能性に関する分析および持続可能な交通戦略が主張している統合的評価を
可能にすることを示した。また、環境を考慮した土地利用・交通相互作用モデルは、各政
策が経済・環境・社会などの面で生み出す結果を総合的に把握できることから持続可能な
都市づくりを支援する有効な手段として活用できることを示しtc。
　さらに、誘発交通や都市の広域化およびスプロール化、環境問題などの観点から既存の
交通モデルと比較し、交通計画においては環境を考慮した土地利用・交通相互作用モデル
を用いる必要があることを明らかにした。
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付録一1　持続可能な発展の定義一覧
一Ll．zgsi±g
（1）　持続可能な社会とは、その環境の制約の中で生きる社会をいう。その社会とは成長の
　　ない社会ではない。一一一そうではなく、成長の限界を認め、・一・既存の成長の方法
　　に代わる成長の方法を探す社会をいう。
　James　Coomer，“The　Nature　of　the　Quest　for　a　Sustainable　Society”，　in　J．　Coomer
　　　　（ed．），　Quest　fbr　a　Sustainable　Society（Oxford：Pergamon　Pres8，1979）．
（2）　責任ある自然資源政策のための指針：有効な自然資源基盤を長期にわたり一定に維持
　することを目指す諸活動が考慮されなければならない。この考え方はページ（Page，
　　1977）によって提案されたもので、不変の資源基盤を意味するわけではなく、将来世帯
　　の生産可能性を維持あるいは拡大するような、資源埋蔵量、科学技術、それに政策的管
　理の組み合わせを意味する。
　Charles　Howe，　NaturaI　Resource　Economics（New　York：Wiley，　1979）．
Ll．1．9．zz
（3）　持続可能な発展：人間のニーズの満足と人間の生活の質の向上を永続的に達成するで
　　あろう発展。
　Robert　Allen，　How　to　Save　The　World（London：Kogan　Page，1980），　summarizing
　　　　The　World　Conservation　Strategy．
（4）　持続可能な発展：生態系の本質的なプロセスと生命を支えるシステムの維持、遺伝子
　　の多様性の保護および生物や生態系の持続的利用。
　IUCN，　WWF，　and　UNEP，　The　World　Conservation　Strategy，1980．
（5）　持続可能性基準は、最低限、将来の世代の暮らし向きが現在の世代よりも悪くなるの
　　を放置すべきではない、ということを示唆する。プラスの割引率を廃止するよりもむし
　　ろ、現在価値基準を持続可能性のような他の基準で補うべきである。・一一一たとえば、
　　将来の世代の暮らし向きを悪くさせないという制約のもとで、現在価値を最大化する選
　択をすべきであるかもしれない。
　Tom　Tietenberg，　EnVironmental　and　Natural　Resource　Economic8（GlenView，］m．：
　　　　Scott，　Foresman　and　Co．，　1984）．
（6）　環境と開発に関する世界委員会は、発展への全世界のポテンシャル（実は、生命を支
　　える地球のポテンシャル）の壊滅的破壊という陰惨なシナリオが不可避の運命だとは信
　　じない。当面する問題は地球的規模であるが、解決不能ではない。この危機において、
　土地と人という2大資源が発展の約束を取り戻したということを、歴史は記録するであ
　　ろうと信じる。われわれが自然を大切にすれば、自然はわれわれを大切にする。自然保
　全が本当に成熟したものになるのは、システムの一部を救うにはシステム全体を救わな
　　ければならないことを認めるようになった時である。これこそ、われわれのいう持続可
　能な発展の本質である。持続可能性には多くの次元がある。
　第1に、持続可能性は貧困と生体維持に不可欠なものの欠乏を取り除くことを要求する。
　第2に、それは資源基盤の保全と強化を要求する。それのみが、貧困の除去を確実に永
　　　　　続的なものとすることができるからである。
　第3に、それは発展の概念を広げ、経済成長のみでなく社会的・文化的発展をも含むこ
　　　　　とを要求する。
　第4に、それは、最も重要なことだが、あらゆるレベルでの意思決定において経済学と
　　　　　生態学の統一を要求する。
　Prime　Minister　Gro　Harlem　Bmndtland，　Sir　Peter　Scott　Lecture，　Bristo1，80ctober
　　　　1986．
（7）　きたるべき数十年間の重大な挑戦は、人類の福祉における生態学的に維持可能な進歩
　　の見込みを高めるために、環境と発展の間の長期的かつ大規模な相互作用をどうすれば
　　もっとよく管理できるかを学ぶことである。
　W．Clark　and　R．　Munn，　Sustainable　Development　of　the　Biosphere，（Cambridge：
　　　　Cambridge　University　Press，1986）．
（8）　持続可能性の考え方の核心は、現在の意思決定によって将来の生活水準の維持向上の
　見込みを台無しにすべきではない、という考え方である。このことはミ＾資源基盤を維持
　　向上させつつ、資源の配当で生きていくように経済システムを管理すべきことを意味す
　　る。この原則はまた、国民所得の計測者が決定したがっている所得の理想的概念と共通
　する点が多い。それは、将来における消費の見込みを減らすことなく、現世代の時代に
　消費できる最大の量という概念である。しかし、この持続可能な発展の概念は、現在の
　　自然資源ストック、あるいは人的資産や物的資産、および自然資産を、いまある特定の
　構成で保全しなければならないという意味ではない。発展が進むにつれて、基礎になる
　資産基盤の中身は変化するからである。将来世代を代表するいかなる政治的・経済的世
　論もないから、将来世代の厚生を危うくするような政策の遂行は不公正だという幅広い
　合議がある。
　Robert　Repetto，　World　Enough　and　Time（New　Haven：Yale　University　Press，1986）．
（9）　持続可能な経済発展の概念は、第三世界に当てはめた場合には、草の根レベルの貧し
　　い人々の物質的生活水準を引き上げることと直接的なかかわりがある。これは、食料、
　実質所得、教育サービス、医療、公衆衛生、上水の供給、緊急時用飲料・現金の蓄えな
　　どの増加によって定量的に測ることができるが、その集計レベル（ふつうは国のレベル）
　　での経済成長とは間接的にしか関係しない。一般的にいえば、その主たる目的は、永続
　的で安定的な生活物資の供給を通じて、世界の貧しい人々を絶対的貧困から救うことに
　　ある。生活物資の供給は、資源の減耗、環境悪化、文化の破壊と社会的不安定を最小に
　するものでなければならない。
　Edward　Barbier，“The　Concept　of　Sustainable　Economic　Development”　，
　　　　EnVironmenta1　Conservation，　Vbl．14（No．2），1987．
（10）持続可能な発展とは、現在利用可能な経済的・社会的便益を、同様の便益の将来の潜
　在的可能性を危うくすることなく最大にするような、社会的・構造的経済変容（すなわ
　　ち発展）のパターンと定義される。持続可能な発展の第1の目標は、合理的（これをど
　　う定義するにせよ）で公平に分配される、幾世代にも永続する経済的福祉水準を達成す
　　ることである。
　　一一一一持続可能な発展とは、再生可能な自然資源を消滅させたり、悪化させたり、あ
　　るいは将来の世代にとっての自然資源の有用性を減少させたりしないような仕方で、そ
　れを利用することを意味する。一一一一持続可能な発展とは、将来世代が再生不可能な（枯
　渇性）鉱物資源に容易にアクセスできる状態を不必要に排除しないような仕方で、それ
　　を利用することを意味する。一一一一持続可能な発展とはさらに、再生不可能なエネルギ
　ー資源をゆるやかな速度で消耗し、再生可能なエネルギー源への秩序ある社会的転換が
　高い確率でできるように保障することを意味する。
　Robert　Goodland　and　G．　Ledoc，“Neoclassical　Economics　and　Principles　of
　　　　Sustainable　Development”，　Ecological　Modelling，　Vbl．38，1987．
（11）持続可能性の定義は、資源基盤に平等にアクセスするのに必要な諸条件が、各世代に
　ついて満たされることを要求する。
　David　Pearce，“Fo皿dations　of　an　Ecological　Economics”，Ecological　Modelling，
　　　　vol．38，1987．
（12）持続可能な発展ということばは、生態学の教えは経済プロセスに適用し得るし、また
　適用すべきであるということを示唆している。持続可能な発展は、世界自然保全戦略に
　示された考え方を包含しており、すべての人の生活の質を向上させる発展を吟味・保証
　する環境上の理論的根拠を提供する。
　Michael　Redclift，　Sustainable　Development（London：Methuen，1987）．
（13）持続可能な発展は信条となり、きまり文句となった。つまり、このことばは、しばし
　ば用いられるがほとんど説明されない。持続可能な発展は、帰するところ戦略なのだろ
　　うか。再生可能資源にのみ適用されるのか。このことばは実際に何を意味するのか。広
　い意味では、持続可能な発展の概念は次のことを含む。
　　・非常に貧しい人々のための援助。彼らには環境を破壊する以外に選択肢が残されて
　　　いないからである。
　　・自然資源の範囲内での自力による発展という考え方。
　　・費用効果的な発展という考え方。これは、伝統的なアプローチに異なった経済的基
　　　準をあてはめる。すなわち、発展は環境の質を悪化させるべきではないし、長期的
　　　にわたって生産性を低下させるべきでもない、という考え方である。
　　・すべての人のための健康管理、適正技術、食料自給、きれいな水と住みかという重
　　　要な課題。
　　・人間重視のイニシアティブが必要とされるという考え。換言すれば、この考えにお
　　　いては人間は資源である。
　Mustafa　Tolba，　Sustainable　Development－Constraints　and　Opportunities（London：
　　　　Butterworth，1987）．
（14）新しい発展の道が求められていることがわかった。それは、人間の進歩を数ヵ所で数
　年間だけ持続させるのでなく、地球全体のために、はるかな未来にいたるまで持続させ
　　る発展の道である。したがって、持続可能な発展は、発展途上国のみならず工業国にと
　　っても同様に目標となる。持続可能な発展とは、将来の世代が自らのニーズを充足する
　能力を損なうことなく、今日の世代のニーズを満たすような発展であり、次の2つの重
　要な概念を含む。
　　・ニーズ、特に世界の貧しい人びとの欠くことのできないニーズの概念。これには最
　　　優先の順位を与えるべきである。
　　・現世代および将来世代のニーズを充足する環境の能力には、科学液術および社会組
　　　織の状態から決まる制約があるという考え方。
　　物的な持続可能性という狭義の概念といえども、世代間の社会的公平に対する配慮を
　包含する。この配慮は、論理的に各世代内の公平にまで拡張されなければならない。基
　礎的最低限度を超える生活水準が持続可能なのは、あらゆる地域において長期的持続可
　能性を尊重した消費水準が維持される場合に限られる。しかし、多くの人びとは、世界
　の生態的能力を超えた生活をしている。たとえば、エネルギー使用パターンにおいても
　そうである。ニーズは社会的、文化的に決定される。持続可能な発展のためには、生態
　的に可能な範囲で、しかもすべての人が望み得る消費水準を奨励する価値観の振興が必
　要である。
　　経済的な成長と発展は、明らかに物的生態系における変化を必要とする。あらゆる場
所のあらゆる生態系を、手つかずのままで保全することはできない。動植物の種の喪失
（すなわち消滅）は、将来の世代の選択肢を著しく制約し得る。したがって、持続可能
な発展は動植物の種の保全を必要とする。
　持続可能な発展の追求は、一・・一その発展のために、生態的基盤保全の義務を尊重す
る生産システムを必要とする。
World　Commission　on　EnVironment　and　Development，　Our　Common　Future
　　（London：Oxford　University　Press，1987）．
（15）持続可能な発展：再生可能な資源の利用に際し、その利用にいつか終焉がくるような
　　レベルの環境破壊を行わないようにして永続する経済的発展。
　Michael　Allaby，　MacMillan　Dictionary　of　the　Enviro皿lent，3rd　ed．（London：
　　　　MacMillan　Pre8s　Ltd．，1988）．
（16）持続可能な発展：基本的な生命を維持する諸システム（大気、水、土、生物）の維持
　　と、このシステムの要素を分配し保護するインフラと制度の存在を通じて実現される人
　類の限界のない生存（単に生物学的な意味での生存ではなく生活の質を伴った生存）。
　B．J．Brown　et　a1，“Global　Sustainability：Toward　Measurement，　VbL　12，　No．2，
　　　　EnVironmenta1　Management，　VoL　12，　No．2，1988．
（17）持続可能ということばの普通の使い方は、ストレスがあるにもかかわらず、ある活動
　　を維持する能力を意味する。たとえば、ジョギングとか腕立て伏せのような肉体的練習
　　を維持する能力を言う。これは技術的に最も受け入れやすい意味でもある。したがって、
　農業の持続可能性とは、ストレスまたはショックにもかかわらず、田畑、農場、あるい
　　は国の生産性を維持する能力と定義される。
　Gordon　Conway　and　Edward　Barbier，“After　the　Green　Revolution：Sustainable　and
　　　　Equitable　AgricUltUral　Development”，　Futures，　Vbl．20，　No．6，　December　1988．
（18）持続可能な発展の基本的な考え方は、自然資源（枯渇性資源を除く）および環境との
　　関連においては単純である。これらの投入物の発展過程への使用は、いつまでも持続可
　能でなければならない。一一一一・この考え方を資源に適用すると、持続可能性は、樹木、
　土壌の質、水などの所与の資源ストックは低下してはならないと解すべきである。
　Anil　Markandya　and　David　Pearce，“Natural　EnVirorments　and　the　Socia1　Rate　of
　　　　Discount”　，　Project　Appraisal，　Vbl．3（No．1），1988．
（19）国連貿易開発会議（UNCTAD）は、発展を持続可能なものとするために何をなすべ
　　きだろうか。以下にあげる行動のうちのいくつかを取るのであれば、持続可能な発展を
妨げる国際的慣性を弱めることが望ましい。UNCTADの課題は以下のとおりである。
・環境問題をアジェンダの1項目に含める。
・環境および持続可能な発展の概念にもっと関心を向ける。
・環境と発展、成長と自然資源の利用との関係を詳細に研究する。異なる発展戦略は、
　　環境にどんな影響を及ぼすか。地球の自然資源の容赦なき開発なしに成長は可能か。
　　援助国や国際機関は、将来の援助が環境を破壊する活動に使われないことを条件と
　　することができるか。
・発展問題をより長期的に展望することによって、発展とより良い環境のための新し
　　い目標を導入する。自然資源のより良い利用は、すでに交渉の対象になっている。
・交渉のあらゆるレベルで、環境面の必要条件と持続可能な発展を考慮に入れる。
・環境問題に関する特別委員会またはワーキンググループを設立する。持続可能な発
　　展は、現存のすべての委員会およびワーキンググループ、特にUNCTAD商品委員
　　会で討議することができる。
・他の国際的関係者に情報を提供し、国際的活動を開始、調整し、環境と持続可能な
　発展に関する実行活動を追跡調査する。
’Thij　a　Meisaari－Polsa，“UNCTAD　and　Sustainable　Development：ACase　Study　of
　　DifficUlties　in　Large　International　Organisations”，in　Stockholm　Group　for
　　Studies　on　Natural　Resources　Development，　Perspectitives　on　Sustainable
　　Development，　Stockholm　Group　for　Studies　on　Natural　Resource8
　　Management，　Stockholm，1988．
（20）われわれは持続可能な発展の概念を明確にする必要がある。私はより総合的な5つの
　定義を提案する。
　第1に、地元のレベルからスタートして、地域の農業や工業の慣行がいつまでも持続で
　　　　　きるかどうかを単純に問うことができる。その慣行は、地元の資源基盤や環境
　　　　　を破壊するであろうか。あるいは、同じように悪いことだが：M地元の人ぴとや
　　　　　文化システムを破壊するであろうか。あるいは、資源基盤、環境、科学技術、
　　　　　文化が、時間の経過とともに相互に強化しあいながら進化するであろうか。こ
　　　　　の第1の定義は、物質およびエネルギーの投入物、あるいは新しい知識、科学
　　　　　技術、制度上のサービスなどの社会的投入物が、その地域の外側から供給され
　　　　　るかもしれないことを無視している。
　第2に、その地域が、エネルギーと原料について、自地域外からの再生不可能な投入に
　　　　　依存しているかどうか、問うことができる。あるいは、その地域が、持続可能
　　　　　な仕方で管理されていない自地域外からの再生可能資源に依存しているかどう
　　　　　か、問うことができる。
　第3に、さらに一般と理論的に高度になるが、その地域がある意味で文化的に持続可能
　　　かどうか、他の地域に文化的に依存するのと同じ程度に、他の地域の知的・制
　　　度的基盤に貢献しているかどうか、考えることもできる。
第4に、その地域が地球の気候変化の一因になっている度合い、他の地域に行動を変え
　　　ざるを得ないようにしている度合いを問うこともできる。同様に、その地域が、
　　　他の地域によって引き起こされた気候変化や天変地異に適応するために、利用
　　　できる選択肢をもっているかどうかを問うこともできる。グローバルな観点か
　　　らみれば、持続可能な発展のこの第4の定義は、炭化水素の酸化によって引き
　　　起こされる地球の複雑な天気変化に適応しながら、炭化水素エネルギー資源か
　　　ら再生可能エネルギー源へ移行することの難しさに取り組もうとするものであ
　　　る。
第5に、そして最後に、すべての地域が結びっいた状態での文化的安定性について検討
　　　する。すべての地域は、互いに共存できる道に沿って進化しているだろうか、
　　　あるいは戦争で互いに破壊しようとしているだろうか。
　これらの定義は、ますます包括的になりっっあるが、すべて、時間が経てば変わる人
と環境の間の相互作用の持続可能性に取り組んでいる。
Richard　Norgaard，“Sustainable　Development：aCo－Evolutionary　View”，Futures，
　　VbL20，　No．6，　December　1988．
（21）持続可能な発展論が主張するのは、①管理された再生率または自然の再生率以下に資
　源採取率を抑えるという制約条件にしたがった発展と、②廃棄物を捨てる速度が、それ
　　を受け入れる生態系による同化作用（管理された同化作用または自然の同化作用）の速
　度を超えない範囲で、廃棄物のシンクとして環境を利用することである。一一・一枯渇性
　資源については、持続可能な率を擁護することには、証明するまでもない問題点がある。
　　　したがって、持続可能論者（sustainabilists）は、再生可能資源で枯渇性資源を代替
　　させようとする傾向がある。同様に自明なことだが、持続可能性は良いこと、すなわち、
　持続可能な利用速度の範囲内での活用は望ましい目的だ、とする暗蕪わ仮定がある。こ
　れらの条件では、持続可能性とは、非常に長い期間（理論的には無期間）にわたって環
　境サービスが利用できるということを意味し得る。
　David　Pearce，“Opt血al　Prices　for　Sustainable　Development”，in　D．　Collard，　D．
　　　　Pearce　alld　D．　Ulph（eds），　Economics，　Growth　and　Sustainable　Development
　　　　（London：Macmillan，1988）．
（22）発展途上国における自然資源の劣化に関するキー・コンセプトは、持続可能性である。
　資源管理の慣行を持続可能な資源利用に向けて変革すれば、少なくとも、再生可能資源
　　の保全に寄与し、その結果として国民の直接の福祉と将来のマクロ経済に寄与し得る。
　David　Pearce，“The　Sustainable　Use　of　Natural　Resources　in　Developing　Countries”，
in　R．K．　Turner（ed．）Sustainable　EnViron皿ental　Management（London：
Bellaven　Press，1988）．
（23）発展は望ましい社会的目的のベクトルであると考えられ、ベクトルの成分には次の諸
　点が含まれると思われる。
　　・　1人当り実質所得の増加
　　・　健康と栄養状態の改善
　　・　教育の成果
　　・　資源へのアクセス
　　・　所得のより公平な分配
　　・　基本的自由の増大
　　一・一　一一そして持続可能な発展とは、発展のベクトルが時間的に単調に増加するような
　状況である。
　　要約すると、持続可能な発展の必要条件は、自然資本ストックの恒常性である。厳密
　にいえば、その必要条件は、土壌とその質、地表水とその質、陸生バイオマス、水生バ
　イオマス、廃棄物の受け入れ環境としての廃棄物同化能力などの自然資源のストックの
　変化がマイナスにならないことである。
　David　Pearce，　Edward　Barbier，　A血I　Markandya，　Sustainable　Development　and
　　　　Cost・Benefit　Analysis，　London　EnVironmental　Economics　Center，　Paper　88－01，
　　　　1988．
（24）政府は持続可能な経済発展の概念を支持する。世界中で安定的な繁栄を達成できるの
　　は、環境が保護育成されている場合に限られる。
　Prime　Minister　Margaret　Thatcher，　Speech　to　the　Roya1　Society，　27　September　1988．
（25）原則として、このような最適な持続可能な成長政策では、国の資本資産ストックある
　　いは自然環境資産ストックを減耗させることなく、1人当り実質所得の受容できる成長
　率を維持することが求められるであろう。
　　・一・非再生可能資源については、持続可能な使用について議論することは無意味で
　　ある。たとえリサイクルと再使用のために相当な努力をしても、少しでも開発すれば、
　結局、有限のストックの枯渇にいたる。
　　一一一・この持続可能な発展様式においては、保全が、自然資源のオルタナティブな配
　分の望ましさの判断基準を決める唯一の基礎となる。
　RKerry　Turner，“Sustainability，　Resource　Conservation　and　Pollution　Control：an
　　　　overview”，　in　R．　K　Turner（ed．），　Sustainable　EnVironmental　Mallagement：
　　　　Principles　and　Practice（London：Belhaven　Press，1988）．
（26）持続可能な発展に要求される条件について大まかなコンセンサスが存在する。いまや
　　2つの解釈が登場しつつある。ひとっは、持続可能な経済的・生態学的・社会的発展に
　かかわるより広い解釈であり、もうひとつは、主に環境面から見た持続可能な発展（す
　なわち資源および環境の長期にわたる最適管理）にかかわるもっと狭く定義した概念で
　ある。
　　持続可能な発展についてのより広範かつ高度に規範的な見解（環境と開発に関する世
　界委員会はこの見解を支持している）は、この概念を「将来の世帯が自らのニーズを充
　足する能力を損なうことなく、今日の世帯のニーズを満たす発展」と定義する。
　　　これと対照的に、資源および環境の長期にわたる最適管理（環境的に持続可能な発展
　についての狭い定義）に配慮すると、自然資源のサービスと質を維持しつつ、経済発展
　の純便益を最大化することが要求される。
　Edward　Barbier，　Economics，　Natural　Resources，　Scarcity　and　Development
　　　　（London：Earthscan，1989）．
（27）持続可能な発展とは、1人当りの経済的福祉の水準という意味での経済的福祉の総計
　が維持又は増加されることをいう。
　Robert　H．　Haveman，“Thought80n　the　Sustainable　Development　Concept　and　the
　　　　EIlvironmental　Effects　of　Economic　Policプ，Paris：OECD　seminar　on　The
　　　　Economics　of　Environmental　Issues，　Paper　No．5，25th　September　1989．
（28）（持続可能な発展とは）環境の価値と、将来の予測可能な範囲の拡張と、公平性である。
　将来世代は、現世代の活動によってもたらされた資源の恩恵の減少を補償されるべきで
　ある。
　David　Pearce，　Anil　Markandya，　and　Edward　B．　Barbier，　Blueprint　for　a　Green
　　　　Economy．（London：Earthscan　Publications　Ltd．，1989）．
（29）持続可能な発展の標準的定義は、1人当りの効用が減少しないことである。これは世
　代間公正の基準として、自明の説得力があるからである。
　John　Pezzey，　EcoIlomic　Analysis　of　Sustainable　GroWth　and　Sustainable
　　　　Development，　World　Bank，　EnVironmenta1　Department，　Working　Paper　No．15，
　　　　Washngton，　DC，　May　1989．
（30）持続可能な発展という語句は、例えばオリョーダンなどによって、矛盾した表現であ
　　ると批判されている。もし発展が経済的成長と同義であるならば、この批判は実際正当
　化される。有限の世界ではマルサスの唱えた限界によって持続的成長が妨げるのである。
　　一一一一究極的には、手放しの経済発展は環境劣化、経済発展の鈍化、そして生活水準
の低下につながる。当然、発展という語句は成長を含む必要性はない。世界や社会、生
態圏が、より多く生産するとかより多くの貧困層の基本的欲求を満たす、など、何らか
の意味で良くなっているという概念を持っと考えることもできる。従って、この語句は
価値判断を含む。原則的には、発展は（経済的、政治的、文化的又は環境における）構
造的改革または技術的改革の成功などにより持続可能である。
R．E．　M㎜，“Towards　Sustainable　Development：an　Enviroumental　Perspective，　in　E
　　Archibugi　and　P　NIjkamp，　Economy　and　Ecology：Towards　Sustainable
　　Development，（The　Netherland8：Kluwer　Academic　Publishers，1989）。
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（31）持続可能な発展の概念は、経済活動と環境的資源保護の間の密接な鎖がりのより詳細
　　な研究に結び付く。それは、“過度に減少していない”環境的資源の遺産が主要な要素
　　となる環境と経済の関係を意味する。
　Organisation　fbr　Economic　Co－operation　and　Development，　ISSUESPAPER：on
　　　　Integrating　Environment　and　Economics，（Paris：Organisation　for　Economic
　　　　Co－operation　and　Development，1990）．
（32）（持続可能な発展は、）時代を通じて天然資源の恩恵と質が維持されることを制約条件
　　として経済発展の純便益を最大化することを含む。一一一（持続可能な発展の追及につい
　て）①再生可能な資源を使用する時には常に自然の再生量以下しか利用しないこと。
　h〈y，h＝収穫（使用）割合、　y＝自然の再生割合　　　②廃棄物のフローを常に環境の
　同化能力以下に保つこと。w＜A，w＝廃棄物のフロー、　A＝同化能力
　David　W．　Pearce　and　R．　Kerry　Turner，　Economics　of　Natural　Resources　and　the
　　　　Environment（Baltimore，　Maryland：The　John8　Hopkins竈1iversity　Press，
　　　　1990）．
（33）持続可能な発展は、発展計画の取り組み方を示している。しかし、その語句は発展の
　　目標や持続可能性のための生活水準の質や優先順位についてはなにも示唆していない。
　　一…　持続可能性はいかなる意味においても生態学的または生命維持のための資源の
　基盤の持続可能性を必要とする。
　Lynton　Keith　Caldwell，　International　EnViro皿ental　Policy（Duke　University　Press，
　　　　1991）．
（34）持続可能な発展：生態系が支える維持能力の中で生きながら人類の生活の質を改善す
ること。
rUCN，　UNEP，　and’WWF，　Caring　for　the　E　arth（Gland，　SWitzerland：rUCN，㎜E
　　and　WWF，1991）．
（35）（持続可能な発展は）通常発展途上国に適用され、天然資源の枯渇や劣化に至ることな
　　く世界の貧困層の生活状況改善に必要な経済的および社会的発展を意味する。一一・一（持
　続可能な発展の定義について環境と開発のための国際学会（1982）を引用）長期的には生
　活水準の改善と生産量の増加が維持されるように、天然資源および生物資源の絶滅を回
　避しながら貧困層の多くの人々の生活水準を改善するプロセス。一一より適切で普遍
　的な定義は、“自然と人的環境の包含力の中で起こる発展”であるかもしれない。
　John　McCormick，　Reclaiming　Paradise（Bloomington：Indiana　University　Press，
　　　　1991）．
（36）持続可能な発展：資源の利用度合の低下により生活の質を永続的に改善できるような、
　　また、それによって将来世代に残せる天然資源及びその他の資産が減少していないかま
　　たは増加さえしているようなアプローチをいう。
　Mohan　Munasinghe　and　Ernst　Lutz，　Environmenta1－Economic　Evaluation　of
　　　　Projects　and　Policies　for　Sustainable　Development，　World　Bank，　EnVironment
　　　　Department，　EnVironment　Working　Paper　No．42，　January　1991．
（37）安定状態の維持は、持続可能な発展の有効な定義の一つである。安定状態とはいくつ
　　もの変化が互いに相殺するような動的な状態をいう。一・一一一一一資源、生物、汚染などの意
　味での安定状態の維持とは、次の意味を含む：
　　・　（条件つきで）再生可能な資源の利用は（ある特定の地域と時間の内で）新たなス
　　　　トックの生成量を越えてはならない。っまり、たとえば、一年に汲み上げる地下
　　　　水の量は、毎年降水や土壌の表面から新たに増加する地下水の量を越えるべきで
　　　　ない。
　　・　化石炭素燃料などの相対的に再生不可能で残存量の少ない資源や量の希薄な金属
　　　　類の使用は、将来世代が現世代と等しい量の再生可能な資源により補償されるよ
　　　　うなことのない限り、ゼロに近くなくてはならない。
　Harrnan　Verbruggen　and　Onno　Kuik，“Indicators　of　sustainable　development：an
　　　　overview”，in　Onno　KUik　and　Harman　Verbruggen，　In　Search　of］［ndicatOrs　of
　　　　Sustainable　Development，（Netherlands：Kluwer　Academic　Publishers，1991）．
（38）WECDの見解によると、この概念は経済発展と環境の持続可能性という二つの基本
　的な概念を結合させている。環境が持続可能な経済発展は、ある経済環境的システムの
構造や組織や活動が、使用可能な資源によって持続できる最大限の福祉に向けた一連の
変化のプロセス、と考えることができる。
Leon　Braat，“The　predicative　meaning　of　su8tainability　indicatOrs”，in　Onno　Kuik
　　and　Harrnan　Verbruggen，　in　Search　of　lndicators　of　Sustainable　Development，
　　（Netherlands：Kluwer　Academic　Publisher8，1991）．
（39）（持続可能な発展とは）
　a）将来世代が天然及び生産された資産からの恩恵を受ける権利、
　b）将来世代に資産を移転するための公式及び非公式の制度が長期的に生活の質を保証
　　　するのに適切であるか、ということに関係する。
　持続性とはまず第一には世代間の公平性である。
　Richard　B．　Norgaard，　Sustainability　and　the　Economics　of　Assuring　Assets　for
　　　　Future　Generations，　World　Bank，　Asia　Regional　Of五ce，　Working　Paper　Series
　　　　No．832，　Jan．1992．
（40）持続可能な発展とは、経済活動が人工的または天然の資産の許容範囲内でしか拡大す
　べきでない、という意味である。より狭義の定義では、人類の造り上げた資産と天然の
　資産との代替性を除外し、人工的な資産と同様に天然の資産の水準の維持を必要とする。
　持続可能な発展は特に十分な水の補給、十分な土壌の質の水準（土壌の侵食の防止）、
　現存する生態系の保護、（例、熱帯処女林）、大気と水の質の維持（不要物による質の悪
　化を防ぐ）などが必要とされているようである。これらの場合に持続可能性の概念は、
　全体としての天然資源の不変性（いくっかの代替の可能性が考えられるかも知れない
　が）だけでなく、各種類別の天然資源ごとの（例えば特定された生態系ごとの）不変性
　　も含むべきである。
　United　Nations　Statistical　Of五ce，　SNA　Draft　Handbook　on　Integrated
　　　　Enviro皿1ental＆Economic　Accounting，1992．　　　　　　““
（41）持続可能な社会とは、世代を超えて持続されうる社会であり、それを維持している物
　理的・社会的システムを侵害しないだけの先見の明と柔軟性、知慧を備えた社会である。
　DoneUa　H．　Meadows，　Dennis　L　Meadows，　Jorgen　Randers，　Beyond　the　Limits，
　　　　Chelsea　Green　Publishing　Company，1992
（42）持続可能な都市とは、環境やエネルギーの制約条件が社会経済的便益に反映される都
　　市である。
　Peter　Nijkamp＆Adriaan　Perrels，1994．　Sustainable　Cities　in　Europe，　Earthscan
　　　　Publications　Ltd，　London
付録一2　開発者の行動モデル
開発者の利潤π斑と生産関数Fmiを式（1）、（2）のように仮定する。
π頑＝アパ」㌦・－c頑κ砿一ク〆L煽　一一一一うMAX （1）
8，t．　㌦＝κ二蠕α （2）
　　ただし、
　　πmi：区画iにおける開発者mの利潤
　　Fmi：区画iにおける開発者mの建物床生産量
　　K．。、，：区画iにおける開発者mの資本の投入量
　　Lmi：区画iにおける開発者mの土地の投入量
　　㌦：区画iにおける開発者mの単位床面積当たりの賃貸収入
・　　Cmi：区画iにおける開発者mの資本の価格
　　Pmi：区画iにおける開発者mの土地の地代
　　a：パラメータ
ここで、容積率1miは式（2）から式（3）のように表現できる。
㌃・縺E⊂琉‡ （3）
また、単位土地面積あたりの開発者の利潤φ頑は式（1）、（3）から式（4）のように表現できる。
φ！％。・㌦・析磁一・w （4）
　　　　　　　　　　　　　　　　〆
　以上のことから、開発者の利潤を最大化する最適容積率1∴は、利潤最大化の一階の条件
式（5）から式（6）のように導かれる。
∂φ㌦＝㌦一味・：％）＝・ （5）
・h・　・　（a・尻）s’｛1－a、・∴≦7．，　　　　（6）
　ただし、
　1tl．：区画iにおける開発者mの最適容積率
　1MI：ゾーン1における用途別Mの法定容積率
　また、そのときの付け値土地地代は式（5）、（6）から式（7）のように導かれる。
ρ吋＝糸・・拓（a％一・　一・κ一・）　　　　　　　　　（7）
　ここで、式（7）にランダム項ε．iを導入して、ランダム付け値を仮定すると、区画iにおけ
る開発者mのランダム付け値関数は式（8）のように導かれる。
Rmi＝　Bmi＋ε．i　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8）
　ただし、β扁＝lnρパ
　区画iと開発者mをそれぞれゾーン1と開発者グループ（用途別）Mとして集計すると、
式（9）が得られる。
R…BM・・唐P1叫・＋・M・　　　　　　　　（9）
　ただし、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＼
　NMI：ゾーン1における開発者グループ（用途別）Mの開発需要
　ω1：パラメータ
　そして、確率項εM，にIIGDを仮定すると、ゾーン1において開発者グループ（用途別）
Mが最大付け値を付ける確率が得られる。
　　　・xp⊂（・1…B・，＋％1b㌦）
tp　Ml＝　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（10）　　　￥・xp（・D　・　B・r＋％1・Nz）
　そこで、ゾーン1における土地供給者からの用途別供給面積OMIは式（11）のように導かれ
る。
OMI　＝　Sl・ΦMI （11）
ただし、
OMI：ゾーン1における用途別土地供給面積
SI：ゾーン1における土地供給面積
